
３月に「STOP！インボイス」が集めたアンケー

トの結果は衝撃でした。少なくない消費税課税

業者が納税のために借金したと回答。免税業者

のままの方も仕事が減ったと訴えるなど、インボ

イスの実施が多くの事業者を追い込んでいま

す。私の質問で、約200万者に倍増した個人事

業主のインボイス登録者のうち18万者が確定

申告してい

ないことが

判明。納税

できない人

や、わからず登録した人が多数発生すると懸念

していましたが、その通りとなったのです。こんな

インボイス制度は廃止するしかありません。

選挙対策のため、６月の減税にこだわった

岸田首相。定額減税と給付金、合わせて6兆円

もの予算を組んだにもかかわらず、制度は複

雑で支援額もバラバラ。思いつきで始めた首

相への不満や怒りが広がっています。

数十万人いる業者婦人や事業者の家族は

定額減税の対象から外されていることを国会

でとりあげ、鈴木財務大臣を追及。この結果、

給付金で支払われることになりました。
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第２１３回

通常国会 質問回数４６回
１月から６月23日まで開かれた第213回通常国会で日本共産党

の田村貴昭衆議院議員は、本会議、予算、財務金融、農林水産、

災害対策などの委員会で延べ46回の質問に立ちました。

九州・沖縄の基地強化
大軍拡は許さない
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米空母艦載機離着陸訓練のために

豊かな自然を壊して進められる、馬毛

島自衛隊基地の建設は「ただちに中止

を」と求めました（２月22日、衆院予算委）。

ミサイル部隊・弾薬庫建設（大分）、オ

スプレイ17機配備の駐屯地整備（佐賀）

など次つぎと…。九州・沖縄の基地強化・

大軍拡は許しません。

インボイスは
廃止しかない！

業者婦人にも定額減税を

「STOP!インボイス」が延べ
59万余の署名を提出。院内
集会で署名を受け取る超党
派議連（６月14日）

博多駅前で「岸田自公政権
退場を」と訴え（６月25日）

馬毛島（鹿児島県西之表市）の基地建設工事を

小池晃書記局長らと海上から視察（２月24日）

馬毛島基地建設
中止を求める（ ）
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制度解説

能登半島地震 現場に
かけつけ被災者支援、なりわい再建に全力

能登半島地震では、被災地の調査など５回訪問。全国

から寄せられた救援募金を、輪島朝市組合、石川県漁協、

珠洲焼陶工の組合（創炎会）にお届けしました。

国会では、避難所の食事改善・炊き出し支援やダンボー

ルベッドなど物資を届けること、断水解消へ宅内配管改修

で蛇口から水が出るまで公費支援すること、住宅再建では

奥能登６市町に限定した新交付金制度の対象地域拡大、

地盤が隆起した輪島漁港の復旧と漁業者支援、農家の軽

トラックの復旧支援などを求め、仮設住宅の高齢者等への

配食サービス検討を約束させました。

食料供給困難事態対策法
―刑事罰で農家に増産を迫る

政府は、食料・

農業・農村基本法

を改正し、食料自

給率目標を法律から削除。農林水産委員会では、輸入自

由化路線を改め、わずか３８％と低

迷する自給率の向上を国政の柱

にするべきと主張しました。

家族農業を政策の軸に据え、赤

字続きの農家の所得を補償せよ、

と要求しました。

孤独死が発生した輪島市門前の仮設住宅を
訪問、被災者から聞き取り（６月１日）

全壊家屋がたくさん残る珠洲市を調査し、
被災者から聞き取り（３月18日）

輪島朝市を応援する会に党中央の
救援募金を手渡す（１月29日）

農業の基本法改正―
自給率目標を投げ捨て

政府は、戦時に農家に増産を迫る法律案を提出。政

府の指示に従って生産計画を提出しなければ犯

罪者となります。「輸入自由化を進

め、農家の経営悪化を放置してき

たのに、不測時には懲罰的圧力で

農家に増産を強要するなど許され

ない」と批判しました。

アスパルテー

ム、スクラロース、

アセスルファム

K…。人工甘味料は糖尿病やがんの危険

があるとしてWHO（世界保健機関）が「推

奨しない」と発表したことを示し、周知と調

査を求めました。

政府が秘匿し

ていた輸入量

を追及し、国内の砂糖の

供給量の２割に及ぶこと

が判明しました。

人工甘味料の

危険性を告発

大規模漁

業を優遇する不

公平なクロマグ

ロの漁獲規制が、沿岸漁師を苦しめていま

す。漁獲圧の高い大型船こそ規制と監視を、

と要求しまし

た。また全国

で頻発する

盗伐（森林

泥棒）への対策を要求。森

林管理の専門人材の育成

が必要と主張しました。

マグロ漁獲規制、
「盗伐」対策

岸田自公政権と論戦
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食と農の危機

農林漁業を守れ

熊本・小国町の盗伐被害を調査
（5月25日）

佐賀県新婦人の学校給食無償
化の学習会（4月14日）


